
平成１９年１０月１９日 

消 防 庁 

防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査結果 

１ 調査の目的 

  公共施設等は、多数の利用者が見込まれるほか、地震災害の発生時には災害応急対

策の実施拠点や避難所になるなど、防災拠点としても重要な役割を果たします。 

消防庁では、平成13年度、平成15年度及び平成17年度に、地方公共団体（都道府

県及び市区町村）が所有又は管理する防災拠点となる公共施設等の耐震診断・改修実

施状況について調査を実施したところです。今回、その進捗状況を確認するため、改

めて調査を実施しました。 

 

２ 調査結果 

地方公共団体が所有又は管理する防災拠点となる公共施設等の耐震率 

○平成18年度末：59.6％（平成18年度調査）  

平成17年度末：56.4％（平成17年度調査）  

平成15年度末：51.3％（平成15年度調査）  

  平成13年度末：48.9％（平成13年度調査） 

※ 耐震率→総数のうち耐震性が確保されていると見込まれる建物数の占める割合 

※ 調査時点→各年度4月1日現在 

 

 ・防災拠点となる公共施設等の耐震率は、確実に伸びており、そのスピードも徐々に

上がっています。 

 ・しかしながら、防災拠点となる公共施設等の耐震化の状況は十分とはいえず、一層

の耐震化の推進が望まれます。このため、従来は隔年で実施していた調査を、平成

１８年度から毎年の調査に切り替え、その進捗状況をより正確に把握することとし

ました。 

・総務本省及び消防庁では、地方財政措置等を講じて、早急かつ計画的な公共施設等

の耐震化の推進を要請しているところであり、今後とも地方公共団体の取組を支援

していきます。 

 

３ その他 

「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書」は、11月中の取りまと

めを予定しております。 

問い合わせ先 
消防庁国民保護･防災部防災課 

震災対策専門官 中地 ／ 主査 大井 
電話：03‐5253‐7525 FAX：03‐5253‐7535 



 

【調査結果の概要】 

 

地方公共団体が所有又は管理する防災拠点となる公共施設等の耐震率 

○調査対象棟数 

平成 18年度末で地方公共団体が所有又は管理している防災拠点となる公共施設

等は約191,900棟で、このうち約108,800棟（約57％）が旧耐震基準で建築された

ものです。 

平成 17年度末で地方公共団体が所有又は管理している防災拠点となる公共施設

等は約191,400棟で、このうち約110,800棟（約58％）が旧耐震基準で建築された

ものです。 

平成18年度末と平成17年度末を比較して、防災拠点として使用する公共施設等

の棟数は増加、旧耐震基準による棟数は減少しています。 

  ○耐震化の進捗 

昭和56年の新耐震基準適合の建物は耐震性があるとみなし、旧耐震基準で建築さ

れた建物については、耐震改修工事を実施することで耐震性が確保されるものとし

て集計しました。 

その結果、平成18年度末までには約114,300棟（約59％）の耐震性が確保され

ていると考えられ、平成17年度末の約108,100棟（約56％）と比較して、棟数、

耐震率ともに増加しています。 

 

    ※ 「旧耐震基準で建築された建物」 

      →昭和56年5月31日までに建築確認を得て建築された建築物 

    ※ ％は総数のうち当該建物数の占める割合 

 



【参考】 

【調査結果の概要】 
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【参考】

都道府県別耐震化進捗状況

拠点施設（都道府県、市町村合計）

都道府県名 全棟数 S56以前棟数
H18度末
耐震棟数

H18度末
耐震率

1 北海道 9,753 5,392 4,835 49.6%            
2 青森県 2,469 1,302 1,322 53.5%            
3 岩手県 3,407 1,756 1,940 56.9%            
4 宮城県 3,478 1,752 2,669 76.7%            
5 秋田県 2,568 1,367 1,333 51.9%            
6 山形県 1,823 866 1,016 55.7%            
7 福島県 4,041 2,358 2,097 51.9%            
8 茨城県 4,903 2,887 2,384 48.6%            
9 栃木県 2,663 1,570 1,294 48.6%            
10 群馬県 2,960 1,635 1,719 58.1%            
11 埼玉県 6,528 4,239 3,569 54.7%            
12 千葉県 7,219 4,519 4,077 56.5%            
13 東京都 11,906 7,935 8,806 74.0%            
14 神奈川県 6,998 3,940 5,703 81.5%            
15 新潟県 5,585 2,786 3,176 56.9%            
16 富山県 2,868 1,541 1,550 54.0%            
17 石川県 2,201 1,284 1,281 58.2%            
18 福井県 1,989 1,116 1,162 58.4%            
19 山梨県 1,642 783 1,209 73.6%            
20 長野県 5,328 2,632 3,278 61.5%            
21 岐阜県 4,489 2,356 3,036 67.6%            
22 静岡県 6,179 3,503 4,868 78.8%            
23 愛知県 7,472 4,464 5,699 76.3%            
24 三重県 2,946 1,535 2,201 74.7%            
25 滋賀県 3,071 1,535 2,000 65.1%            
26 京都府 4,399 2,724 2,755 62.6%            
27 大阪府 11,434 7,691 6,172 54.0%            
28 兵庫県 8,874 5,065 5,265 59.3%            
29 奈良県 2,244 1,145 1,270 56.6%            
30 和歌山県 2,297 1,387 1,157 50.4%            
31 鳥取県 1,530 812 813 53.1%            
32 島根県 2,239 1,033 1,360 60.7%            
33 岡山県 4,342 2,416 2,125 48.9%            
34 広島県 5,658 3,307 2,651 46.9%            
35 山口県 2,768 1,654 1,256 45.4%            
36 徳島県 2,061 1,188 982 47.6%            
37 香川県 1,698 1,001 864 50.9%            
38 愛媛県 3,093 1,696 1,624 52.5%            
39 高知県 1,822 964 985 54.1%            
40 福岡県 5,416 2,780 2,962 54.7%            
41 佐賀県 1,553 839 825 53.1%            
42 長崎県 2,711 1,545 1,260 46.5%            
43 熊本県 3,284 1,769 1,728 52.6%            
44 大分県 2,190 1,095 1,316 60.1%            
45 宮崎県 2,018 1,149 1,172 58.1%            
46 鹿児島県 3,144 1,647 1,767 56.2%            
47 沖縄県 2,630 868 1,794 68.2%            

合計 191,891 108,828 114,327 59.6%

※ 「S56以前棟数」とは、昭和56年5月31日以前の建築確認を得て建築された
建築棟数



【参考】

都道府県別耐震化進捗状況

全公共施設（都道府県、市町村合計）

都道府県名 全棟数 S56以前棟数
H18度末
耐震棟数

H18度末
耐震率

1 北海道 33,084 16,622 19,168 57.9%            
2 青森県 5,656 3,090 3,061 54.1%            
3 岩手県 8,109 3,843 4,969 61.3%            
4 宮城県 7,754 3,828 5,771 74.4%            
5 秋田県 5,371 2,494 3,258 60.7%            
6 山形県 4,264 2,206 2,247 52.7%            
7 福島県 10,215 5,553 6,176 60.5%            
8 茨城県 9,230 4,782 5,406 58.6%            
9 栃木県 5,896 3,331 3,147 53.4%            
10 群馬県 7,018 3,810 4,498 64.1%            
11 埼玉県 10,650 6,499 6,210 58.3%            
12 千葉県 12,695 7,664 7,719 60.8%            
13 東京都 25,451 15,395 16,449 64.6%            
14 神奈川県 13,462 7,710 10,230 76.0%            
15 新潟県 10,662 5,214 6,120 57.4%            
16 富山県 4,588 2,386 2,596 56.6%            
17 石川県 5,077 2,794 3,046 60.0%            
18 福井県 3,715 1,804 2,387 64.3%            
19 山梨県 4,007 2,098 2,691 67.2%            
20 長野県 12,923 6,748 7,949 61.5%            
21 岐阜県 7,758 4,285 4,889 63.0%            
22 静岡県 11,609 6,289 9,122 78.6%            
23 愛知県 19,758 11,444 14,233 72.0%            
24 三重県 7,194 4,016 5,162 71.8%            
25 滋賀県 6,530 3,505 3,803 58.2%            
26 京都府 8,256 4,825 5,185 62.8%            
27 大阪府 24,114 16,182 13,166 54.6%            
28 兵庫県 19,456 10,639 11,653 59.9%            
29 奈良県 6,928 3,632 4,164 60.1%            
30 和歌山県 6,650 4,195 3,239 48.7%            
31 鳥取県 2,951 1,531 1,650 55.9%            
32 島根県 4,840 2,318 2,816 58.2%            
33 岡山県 9,087 5,353 4,462 49.1%            
34 広島県 12,353 7,566 6,081 49.2%            
35 山口県 7,339 4,108 4,384 59.7%            
36 徳島県 6,501 3,899 2,958 45.5%            
37 香川県 5,814 3,766 2,578 44.3%            
38 愛媛県 7,370 4,179 3,628 49.2%            
39 高知県 5,824 2,465 3,588 61.6%            
40 福岡県 18,388 10,824 10,036 54.6%            
41 佐賀県 4,367 2,759 2,180 49.9%            
42 長崎県 8,343 4,554 4,282 51.3%            
43 熊本県 9,598 5,335 5,067 52.8%            
44 大分県 6,276 3,400 3,577 57.0%            
45 宮崎県 6,437 3,655 4,388 68.2%            
46 鹿児島県 12,790 6,685 7,120 55.7%            
47 沖縄県 7,485 2,063 5,493 73.4%            

合計 453,843 251,343 272,002 59.9%

※ 「S56以前棟数」とは、昭和56年5月31日以前の建築確認を得て建築された
建築棟数



【参考】

　　公共施設等の耐震改修進捗状況（防災拠点となる公共施設）

（都道府県分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 2,082        930           1,152        55.3%        549           369           180           40           1,339        64.3%        

 2文教施設（校舎、体育館） 12,651       4,861        7,790        61.6%        5,872        1,304        4,568        1,905       8,070        63.8%        

 3庁舎 2,097        848           1,249        59.6%        879           246           633           245          1,339        63.9%        

 4県民会館・公民館等 93            54            39            41.9%        19            9              10            2             65            69.9%        

 5体育館 63            26            37            58.7%        18            8              10            5             39            61.9%        

 6診療施設 698           360           338           48.4%        235           109           126           22           491           70.3%        

 7警察本部、警察署等 6,226        3,416        2,810        45.1%        1,015        238           777           174          3,828        61.5%        

 8消防本部、消防署所 442           209           233           52.7%        208           121           87            64           394           89.1%        

 9その他 424           190           234           55.2%        101           31            70            27           248           58.5%        

合　　　　計 24,776 10,894 13,882 56.0%        8,896 2,435 6,461 2,484 15,813 63.8%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A

　　公共施設等の耐震改修進捗状況（防災拠点となる公共施設）

（市町村分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 22,205       10,860       11,345       51.1%        3,373        1,656        1,717        636          13,152       59.2%        

 2文教施設（校舎、体育館） 104,208     39,382       64,826       62.2%        42,934       7,209        35,725       14,247      60,838       58.4%        

 3庁舎 6,581        2,851        3,730        56.7%        1,403        337           1,066        318          3,506        53.3%        

 4県民会館・公民館等 15,297       8,253        7,044        46.0%        1,354        532           822           258          9,043        59.1%        

 5体育館 4,110        2,339        1,771        43.1%        352           100           252           85           2,524        61.4%        

 6診療施設 2,653        1,632        1,021        38.5%        334           94            240           73           1,799        67.8%        

 7警察本部、警察署等 -              -              -              -              -              -              -              -             -              -              

 8消防本部、消防署所 5,734        3,094        2,640        46.0%        879           317           562           275          3,686        64.3%        

 9その他 6,327        3,758        2,569        40.6%        392           145           247           63           3,966        62.7%        

合　　　　計 167,115 72,169 94,946 56.8%        51,021 10,390 40,631 15,955 98,514 58.9%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A

　　公共施設等の耐震改修進捗状況（防災拠点となる公共施設）

（都道府県分＋市町村分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 24,287       11,790       12,497       51.5%        3,922        2,025        1,897        676          14,491       59.7%        

 2文教施設（校舎、体育館） 116,859     44,243       72,616       62.1%        48,806       8,513        40,293       16,152      68,908       59.0%        

 3庁舎 8,678        3,699        4,979        57.4%        2,282        583           1,699        563          4,845        55.8%        

 4県民会館・公民館等 15,390       8,307        7,083        46.0%        1,373        541           832           260          9,108        59.2%        

 5体育館 4,173        2,365        1,808        43.3%        370           108           262           90           2,563        61.4%        

 6診療施設 3,351        1,992        1,359        40.6%        569           203           366           95           2,290        68.3%        

 7警察本部、警察署等 6,226        3,416        2,810        45.1%        1,015        238           777           174          3,828        61.5%        

 8消防本部、消防署所 6,176        3,303        2,873        46.5%        1,087        438           649           339          4,080        66.1%        

 9その他 6,751        3,948        2,803        41.5%        493           176           317           90           4,214        62.4%        

合　　　　計 191,891 83,063 108,828 56.7%        59,917       12,825       47,092       18,439      114,327     59.6%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A



【参考】

　　公共施設等の耐震改修進捗状況

（都道府県分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 2,082        930           1,152        55.3%        549           369           180           40           1,339        64.3%        

 2文教施設（校舎、体育館） 30,696       11,636       19,060       62.1%        13,767       3,068        10,699       3,855       18,559       60.5%        

 3庁舎 4,571        2,100        2,471        54.1%        1,229        391           838           329          2,820        61.7%        

 4県民会館・公民館等 1,063        655           408           38.4%        213           68            145           32           755           71.0%        

 5体育館 222           111           111           50.0%        51            22            29            15           148           66.7%        

 6診療施設 1,102        604           498           45.2%        327           142           185           39           785           71.2%        

 7警察本部、警察署等 6,226        3,416        2,810        45.1%        1,015        238           777           174          3,828        61.5%        

 8消防本部、消防署所 442           209           233           52.7%        208           121           87            64           394           89.1%        

 9公営住宅等 36,870       15,160       21,710       58.9%        13,854       12,433       1,421        443          28,036       76.0%        

10職員公舎 13,050       6,608        6,442        49.4%        1,370        1,106        264           14           7,728        59.2%        

11その他 14,650       8,292        6,358        43.4%        2,326        1,089        1,237        425          9,806        66.9%        

合　　　　計 110,974 49,721 61,253 55.2%        34,909       19,047       15,862       5,430       74,198       66.9%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A

　　公共施設等の耐震改修進捗状況

（市町村分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 22,205       10,860       11,345      51.1%        3,373       1,656       1,717        636         13,152       59.2%        

 2文教施設（校舎、体育館） 134,551     51,090       83,461      62.0%        53,092      8,940       44,152       16,717     76,747       57.0%        

 3庁舎 9,640        4,339        5,301       55.0%        1,876       466          1,410        416         5,221        54.2%        

 4県民会館・公民館等 24,589       13,627       10,962      44.6%        2,364       914          1,450        417         14,958       60.8%        

 5体育館 5,998        3,416        2,582       43.0%        529          144          385           118         3,678        61.3%        

 6診療施設 4,279        2,729        1,550       36.2%        456          159          297           88          2,976        69.5%        

 7警察本部、警察署等 -              -              -             -              -             -             -              -            -              -              

 8消防本部、消防署所 5,734        3,094        2,640       46.0%        879          317          562           275         3,686        64.3%        

 9公営住宅等 97,938       40,387       57,551      58.8%        17,078      11,296      5,782        912         52,595       53.7%        

10職員公舎 2,381        1,025        1,356       57.0%        151          54           97            20          1,099        46.2%        

11その他 35,554       22,212       13,342      37.5%        2,790       986          1,804        494         23,692       66.6%        

合　　　　計 342,869 152,779 190,090    55.4%        82,588      24,932      57,656       20,093     197,804     57.7%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A

　　公共施設等の耐震改修進捗状況

（都道府県分＋市町村分） （平成18年度末）
昭和56年 H18年度 H18年度

全棟数 昭和57年 昭和56年 以前建築の 耐震診断 改修の必要 改修の必要 耐震済 耐震率
以降建築の 以前建築の 全棟数に 実施棟数 がない棟数 がある棟数 改修済 の棟数 見込み

棟　数 棟　数 占める割合 (耐震性有) (H18年
度末)

A B C C/A D E F G B+E+G=H H/A

 1社会福祉施設 24,287       11,790       12,497       51.5%        3,922        2,025        1,897        676          14,491       59.7%        

 2文教施設（校舎、体育館） 165,247     62,726       102,521     62.0%        66,859       12,008       54,851       20,572      95,306       57.7%        

 3庁舎 14,211       6,439        7,772        54.7%        3,105        857           2,248        745          8,041        56.6%        

 4県民会館・公民館等 25,652       14,282       11,370       44.3%        2,577        982           1,595        449          15,713       61.3%        

 5体育館 6,220        3,527        2,693        43.3%        580           166           414           133          3,826        61.5%        

 6診療施設 5,381        3,333        2,048        38.1%        783           301           482           127          3,761        69.9%        

 7警察本部、警察署等 6,226        3,416        2,810        45.1%        1,015        238           777           174          3,828        61.5%        

 8消防本部、消防署所 6,176        3,303        2,873        46.5%        1,087        438           649           339          4,080        66.1%        

 9公営住宅等 134,808     55,547       79,261       58.8%        30,932       23,729       7,203        1,355       80,631       59.8%        

10職員公舎 15,431       7,633        7,798        50.5%        1,521        1,160        361           34           8,827        57.2%        

11その他 50,204       30,504       19,700       39.2%        5,116        2,075        3,041        919          33,498       66.7%        

合　　　　計 453,843 202,500 251,343 55.4%        117,497     43,979       73,518       25,523      272,002     59.9%        

耐震率＝（昭和57年以降建築棟数B ＋ 耐震性有頭数E ＋ 耐震改修済棟数G ） /全棟数A


